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1－年金積立金を使い果たした黒龍江省 

 

中国の東北地域に位置する黒龍江省。7月に省内のハルピン市などで年金の支払いが遅れるという

報道がなされた１。近年、黒龍江省では基本年金基金からの支出が収入を上回り、それを補填する上

でも積立金の取り崩しが続いていた（図表１）２。とはいえ、これまでは毎月支払いがなされてきた

こともあり、今回の報道が受給者に与えるインパクトは大きい。2017年末には、2016年時点での基本

年金基金の積立金がマイナスになったことが発表されており、年金不安に追い討ちをかける事態とな

ったからだ。 

 

黒龍江省が積立金を使い果たしてしまった背景にはどのような要因があるのか。 

図表１は、黒龍江省の都市の会社員を対象とした基本年金基金の収入・支出の状況、積立金残高の

推移を示したものである。 
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図表１ 黒龍江省の基本年金基金の収入・支出、積立金残高の推移 

（出所）国家統計局データより筆者作成 
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そもそも基本年金基金は、全国で統一して管理・運営されておらず、地域間の財源移転が働かない

構造となっている。加えて、これまでの一人っ子政策など人口抑制政策の影響により、日本よりも少

子高齢化の進展が速く、地域間の高齢化の度合いも区々である。 

 

黒龍江省は 2011年以降、基金の支出が収入を上回っており、年金の支給を確実に行う上で、その不

足分を政府による財政補填に頼ってきた。図表１の加入者をみると、在職者数（現役の加入者）の伸

びが定年退職者数（受給者）の伸びに追いついていない。１人の定年退職者を、２名以下の在職者で

支えており、年金財政は苦しい状態が続いていた。2016年の時点では、1.3人の現役で１名の受給者

を支えている状況にある３。黒龍江省を含めいずれの地域も、現役人口の状況や平均余命の伸びに合

わせた基本年金の給付水準の調整はされておらず、省や市の平均賃金、物価の変動に応じて、それぞ

れ独自に調整をしている。制度の設計上、平均賃金が上がれば、給付額を増額の方向へ調整せざるを

得ず、収入と支出のバランスは元より崩れやすい状況にあった。 

 

 

2－各省の現状―次の黒龍江省はどこか。 

  

このような制度の佇まいから、基本年金基金の規模は地域によって大きく異なっている。図表２は、

2016年末時点での省（自治区・直轄市）別の積立金残高と、前年末（2015年末）の積立金残高が当年

（2016年）の支出の何年分に相当するかを示したものである。例えば、広東省は基本年金基金の積立

金残高が 7,653億元と最も大きく、積立度合も 3.9（年）と年金支給において大幅に余裕があること

がわかる４。一方、西蔵（チベット自治区）は基本年金基金の規模が 77億元と相対的に小さいものの、

積立度合は 1.0（年）と平均値（1.04）を維持している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ 各地域の基本年金基金の積立金残高と積立度合（2016年） 

（注）各地域の積立度合の平均値は 1.04（年）である。 

（出所）国家統計局データより筆者作成 
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広東省は、産業集積地で若年層が多く集まり、年金支給そのものが少ない点、他省への転職などで、

基本年金部分で移動できない資金が積み上がった点が挙げられよう。また、西蔵（チベット）自治区

は、企業就労者が少ない点や、人口構成として若年層が多い点が考えられる。一方、黒龍江省につい

ては、少子高齢化が進み、かつての国有企業改革に伴う早期退職者への年金負担なども重なり、0.1

（年）まで落ち込んでいた。 

 

都市の会社員を対象とする年金制度は、世代間扶養を基本とする賦課方式を採用している。賦課方

式の場合、現役世代が納めた保険料がそのときの高齢者への支払いに充てられる。人口構造が安定し

ている場合は、保険料収入で給付を賄うことが可能である。しかし、少子高齢化が継続する中で一定

水準の給付を確保するには、保険料率引き上げによる保険料収入の増加、給付水準の引き下げによる

支出の抑制、基本年金基金の積立金の運用収入の増加、保有している積立金の取り崩しがあろう。 

中国では、経済成長が緩やかに鈍化する中で、政府が企業の税金負担を考え、社会保険料の引き上

げを原則先延ばししている。加えて、年金の保険料率は労使で28％（企業：20％、個人：8％）とすで

に高く、これ以上の引き上げは難しいのが現状である。また、内需拡大を経済成長の柱とし、社会の

安定を第一に考える現政権下では、給付の抑制も政治的に難しい。黒龍江省のように、基本年金基金

を使い果たしてしまっては、積立金の運用収益による充当もできず、国の財源の追加投入などに大き

く頼らざるを得ない状況にある。 

2016年の黒龍江省の財政支出の状況を見ると、収入総額が 1,148億元、支出総額 4,228億元であっ

た。基本年金基金への拠出を含む「社会保障・就業」支出が 732億元、「医療・衛生」支出である 281

億元を含めると、社会保障に関する経費は、およそ同年の収入総額に匹敵する規模になる。また、社

会保障経費は、2016年の支出総額のおよそ 24％を占めるまで拡大し、支出項目としては最大となって

いる（図表３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３ 黒龍江省の財政支出内訳（2016年） 

（出所）黒龍江省財政庁より筆者作成 

 

黒龍省支出総額 

4,228億元 
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これらの支出を補填するために2016年は、中央政府から黒龍江省への財政移転が2,675億元に上り、

その規模は全国 4番目であった。留意すべきは、この支出総額の中に、介護保険等、今後経費の増加

が見込まれる支出が含まれていない点である。 

 

黒龍江省の例から、年金財政に加えて社会保障経費全体についても地方財政が大きなプレッシャー

を抱えていることが分かる。黒龍江省のみが例外ではなく、今後、地方政府のみでは年金制度を維持

できず、国の財政への依存度を高める地域が増加する可能性がある。域内の経済成長、少子高齢化の

進捗度合、基金の収入と支出のバランス、積立度合などの点から、東北地域（吉林省、遼寧省）、青海

省、河北省などは、次の黒龍江省としてその動向を注視する必要があろう。 

国としては、積立度合の高い省から低い省への財源移転を行うべく、基本年金基金の全国統合を目指

しているが、思うように進んでいない。そこで、2018年 5月に国務院が発表したのが、中央調整基金

の設立である。各省（自治区・直轄市）の基本年金基金から一定額を徴収し、中央調整基金に集める

というもので、高齢化が進んだ地域においても、年金を安定して支給するという目的で使用される

（2018年 7月開始）。 

 

 

3－基本年金基金についての３つの対策―中央調整基金の新設、運用の強化、国有株売却による補填 

 

上掲のように、基本年金基金に対する対策は近年強化されている。直近では以下の３つの対策が講

じられている。 

 

まず、中央調整基金について、その徴収金額は、「（各省の企業従業員の平均賃金×90％）×各省の

年金加入者数×徴収率（スタート時は３％）」とし、一旦、調整基金に集められる。その後、年内に

各地域に全て分配、移転される。分配は、定年退職者数が多く、高齢化率が高い地域に多く振り分け

られる仕組みとなっている。徴収額の総計を定年退職者数の総計で除して、定年退職者１人あたりの

分配額を算出する。その金額に省毎の定年退職者数を乗じて最終的な分配額を決定する。これによっ

て、限定的ではあるが、積立度合の高い省から低い省への財源移転を行うことができる。 

 

２つ目の方法としては、2016年から本格導入が始まった、各市に分散する基本年金基金を省（自治

区・直轄市）単位で統合し、その一部を全国社会保障基金理事会に運用委託する方法である５。委託

をするか否かは各省に一任されているが、2018年１月時点では、9つの省・自治区が合計 4,300億元

の運用委託契約を結んでいる。これは、2017年末の基本年金基金の積立金残高の 9.8％にあたる。こ

れまで各市では銀行預金、国債のみの運用で、運用利回りは同年の物価上昇をカバーできていないケ

ースも散見された。全国社会保障基金理事会へ運用を委託することで、株式投資などリスク資産への

投資が可能となっている。 

 

３つ目の方法としては、2017 年 11 月に発表された、国有企業の株式の売却益を基本年金基金に充
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当することで、補填する方法である。中央政府及び地方政府が保有し、管轄する国有企業の株式の 10％

を充当する。中央政府が管轄する国有企業の株式は全国社会保障基金理事会、地方政府については省

政府が設立した機関が管理し、株式の売却を行う権利を持っている。 

 

このような対策から、今後は、国有企業の株式の売却益を充当することで基本年金基金の積立残高

そのものを増やし、運用規制を緩和することで、運用収益の増加を図る。また、各地域の高齢化の度

合いに応じた財源移転を行うことで、年金支給の安定化や、積立金の赤字化の緩和を目指すことにな

る。現時点ではまだその効果は公表されていないが、今後、検証していく必要があるであろう。次の

黒龍江省をうまないための取組みは、遅ればせながら動き始めている。 

 

 

 

                                                
１ 2018年7月24日付で、ハルピン市社会保険事業管理局が中国工商銀行に年金支給が遅れる旨、通達を出している。翌25日には、その上位局にあた

る黒龍江省社会保険事業管理局が通常通り給付される旨訂正した（通達はハルピン局の業務上のミスとして発表）。実際、支給は遅れる結果となり、中国

メディア「財経」によると、黒龍江省社会保険事業管理局は、その原因として、省全体の前年の平均給与が上昇したことから、それに伴う給付額の引き上げ調整

に時間がかかったためとしている。 
２ 「基本年金基金」は、都市の就労者を対象とした年金制度において、基本年金（１階部分）の給付を目的とした基金である。基本年金基金は、保険料

収入、政府の財政補填、運用収益で構成される。基本年金基金の積立金は、年金の給付などに充てられなかったものを積み立てたもので、「年金積立金」に

相当する。 
３ 扶養率の全国平均は 2.8、広東省では 9.3である。 
４ 日本における平成 28年度（2016年 3月末）時点での、厚生年金の積立度合（実績値）は、3.34（年）である。 （出所）厚生労働省ウェブサイ

ト、公的年金の単年度収支状況（平成 28年度）より算出。 
５ 「全国社会保障基金」は、人口構造の変化による基本年金基金の収支が赤字になった場合の補填を目的に、2000 年に国が創設した基金である。財源

は国庫（中央政府予算）からの拠出金、国有企業の株式売却益、宝くじの収益金に加えて、これまでの運用収益から構成されており、ここに年金の保険料

は含まれていない。運用は当該基金の理事会が管轄しており、収益性を重視して運用先も株式、債券、プライベートエクイティ投資等、多岐にわたる。各省から

委託された基本年金基金の運用は全国社会保障基金とは別途異なる規定に基づいて運用される。 

（出所）拙著「中国の年金制度について（2017）-老いる中国、老後の年金はどうなっているのか」（基礎研レポート、2017年 6月 19日発行） 
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